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 調査事業所の抽出方法について 

Ⅰ．標本数の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 売上高（収入額）の得られな

い産業については、従業者数

の分布の似た産業で代替 

※ 悉皆層は、中分類ごとに設定 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注．売上高（収入額）は、平成16年サービス業基本調査の結果を利用 

悉皆層 

 

約0.9万事業所 

母集団 

約281万事業所 

【平成18年事業所・企業統計調査】

抽出層の標本は 

 

約3.0万事業所 

事業従事者規模別にネイマン配分 

10人未満、10～29人、30～49人、50～99人、100～199人、200～299人、300～499人、500人以上 

標本総数は、 

約3.9万 

各中分類ごとに、売上高（収入額）の 

標準誤差率が５％以下になるよう 

抽出層の標本数を再計算 

各中分類ごとに、売上高（収入額）の 

標準誤差率が５％以下になるよう標本数を仮計算 
※事業従事者規模別にネイマン配分し、50%以上の標本が必要となる規模以上を悉皆層と設定 

※母集団数を上回る場合には、母集団数まで標本数を削減 

各中分類ごとに、傘下の表章分類に 

ネイマン配分 
※ただし、各表章分類の標準誤差率が、大分類Ｑ傘下においては７％、

その他の大分類においては10％を超える場合は、標本を追加 
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Ⅱ．事業従事者規模10人以上の事業所の抽出方法 

母集団約51万から、産業分類・事業従事者規模別に、2.9万標本を抽出 … 郵送調査を基本 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．事業従事者規模10人未満の事業所の抽出方法 
 

抽出 

全
国
全
地
域 

Ａ産業 Ｂ産業 Ｃ産業 

・
・
・ 

255地域 
・
・
・ 

20事業所 Ｂ産業 

20事業所 

20事業所 

悉皆層 

約0.9万標本 

抽出層（10人以上） 

約2.0万標本 

 母集団 

約281万事業所のうち、 

10人以上（約51万） 

Ｃ産業Ａ産業 

255×20×2グループ≒1.0万

 産業分類・事
業従事者規模
別に事業所を
抽出 

 

10人未満事業所数 

産業分類別 

1.0万標本 

調査員調査→地域的近接性が必要 
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１．調査地域の抽出方法 → 別紙１ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２．調査事業所の抽出方法 → 別紙２ 
 
 
 

事業従事

者数によ

る確率比

例抽出 

 

調査対象事業所数が 160 以上の 

郵便番号５桁地域 

（2,341 地域、2,113,169 事業所）

 

調査対象事業所数が 160 未満の 

郵便番号５桁地域 

（3,176 地域、181,254 事業所） 

全国の郵便番号５桁地域 

（5,517 地域、2,294,423 事業所）

 

 

11 の特殊産業 

（1,144 事業所） 

 

 

非特殊産業 

（523,492 事業所） 

 

非特殊産業の 

調査対象事業所 

（10,167 事業所） 

 
… 

抽出率でウ

ェイト付け

して、地域

ごとに抽出

255 の抽出地域 255 の抽出地域 

調査対象地域 

 

255 地域 

全調査対象

地域から等

間隔抽出 

 

 

 
 

 

特殊産業の 

調査対象事業所

（286 事業所） 

 


